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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

連結経営指標等
 

回次
第26期

前第２四半期
連結累計期間

第27期
当第２四半期
連結累計期間

第26期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

営業収益 (百万円) 639,471 642,197 1,298,913

経常利益 (百万円) 57,835 61,563 104,671

四半期(当期)純利益 (百万円) 34,764 36,862 60,198

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 25,956 38,377 55,053

純資産額 (百万円) 749,762 795,794 768,174

総資産額 (百万円) 2,573,264 2,586,919 2,613,743

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 179.53 190.37 310.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.3 29.9 28.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 92,502 69,686 238,010

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △65,547 △60,288 △154,741

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △39,949 △13,220 △85,267

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 37,395 44,567 48,390

 
 

回次
第26期

前第２四半期
連結会計期間

第27期
当第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 95.28 94.38

(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

2. 営業収益には、消費税等は含んでおりません。

3. １株当たり四半期（当期）純利益金額については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

4. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。

なお、主要な関係会社については、不動産業の㈱ジェイアール西日本福岡開発が平成25年７月１日に同セグメ

ントのジェイアール西日本不動産開発㈱と合併して消滅しております。また、不動産業の山陰ステーション開発

㈱が平成25年７月１日に流通業の㈱ジェイアールサービスネット米子と合併して消滅し、存続会社の㈱ジェイ

アールサービスネット米子はＪＲ西日本山陰開発㈱に社名を変更しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要

な変更は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(8) 主要なプロジェクト（おおさか東線）について

① 経緯と現状

・ 昭和56年４月  日本国有鉄道法に基づき運輸大臣認可がなされた。

・ 昭和62年４月  西日本旅客鉄道株式会社発足により、上記認可を承継した。

・ 平成８年５月   平成８年度政府予算において、「幹線鉄道等活性化事業費補助」の対象事業として承

認を受けた。

・ 平成８年11月   第三セクター「大阪外環状鉄道株式会社」が設立された。

・ 平成８年12月   西日本旅客鉄道株式会社が第二種鉄道事業、大阪外環状鉄道株式会社が第三種鉄道事

業免許を取得した。

・ 平成11年２月  工事の施行の認可（都島～久宝寺間）を受けた。

・ 平成14年12月  工事の施行の認可（新大阪～都島間）を受けた。

・ 平成17年２月  工事完成期限の延長の認可（新大阪～久宝寺間）を受けた。

・ 平成19年８月  路線名・駅名（平成20年春開業の５駅）を決定した。

・ 平成20年３月  放出～久宝寺間が開業した。

・ 平成21年９月  工事完成期限の延長の認可（新大阪～放出間）を受けた。

・ 平成25年７月  新駅の設置（ＪＲ長瀬～新加美間）について、事業基本計画の変更の認可を受けた。

② 計画の概要

ア．建設主体      大阪外環状鉄道株式会社（第三種鉄道事業者）

イ．運営主体      西日本旅客鉄道株式会社（第二種鉄道事業者）

ウ．予定する路線  起点 東海道本線 新大阪駅

                  終点 関西本線   久宝寺駅

                  延長 20.3㎞

エ．駅数          14駅（新大阪、久宝寺駅を含む。）

オ．総建設費      約1,200億円（新駅の設置を除く。）

カ．建設計画　　　 平成９年度～平成30年度

                        （放出～久宝寺間は平成19年度完成）

＜後略＞
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(10) 自然災害等の発生について

地震、台風、地すべり、洪水等の自然災害やテロ等によって、当社グループの事業及び輸送網インフラは大

きな被害を受ける可能性があります。特に平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災では、山陽新幹線及び東

海道本線を中心に大きな被害を受けました。

当社としては、平成23年３月の東日本大震災の発生等を踏まえ、将来においても、事業にもたらす影響の大

きな自然災害等による被害を最小限のものとするよう、防災や減災に努めているところです。具体的には、山

陽新幹線における早期地震検知警報システムや在来線も含めた緊急地震速報システム等の対策や、今後発生が

予想される東海・東南海・南海地震に備えた高架橋柱の耐震補強対策等を着実に実施するほか、津波が発生し

た場合における避難・誘導対策等についても、「津波避難誘導心得」を制定し、速やかな避難・誘導等が行え

るよう、その対処に向けた訓練を進めております。また、平成16年10月の新潟県中越地震での新幹線脱線を踏

まえ、新幹線の地震対策の検討や関連する技術開発を推進することを目的に設置された「新幹線脱線対策協議

会」の提言等を受け、地震動により走行中の列車が逸脱し被害が拡大することを防止する設備の整備を進めて

まいります。加えて、平成25年９月に在来線において、地震発生時の運転規制について安全の確保を第一にそ

の取扱いを変更しました。さらに、大雨や落石への対策を実施するなど、重大な被害の発生を可能な限り回避

するための取り組みを推進してまいります。

なお、当社では、これらの自然災害等に備えるため、地震が発生した場合でもあらかじめ定めた条件によっ

て資金調達が可能な震災対応型コミットメントラインを金融機関から導入するとともに、主な鉄道施設を対象

とする地震保険を含めた損害保険に加入しておりますが、必ずしもこれらの方策によって全ての被害をカバー

できない可能性があります。

また、上記のような直接の被害のほかにも、大規模な自然災害に伴い、電力不足等が生じた場合には、鉄道

事業をはじめとする当社グループの事業に支障が出る可能性があります。

 

(13) 福知山線列車事故について

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名を超え

るお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。この事故に関する業務上過失致死傷罪

についての元代表取締役社長 山崎 正夫の刑事責任について、神戸地方裁判所は平成24年１月11日に無罪判決

を言い渡し、同月に同判決が確定しております。

また、神戸第一検察審査会の議決に基づき、平成22年４月23日に検察官役指定弁護士が井手 正敬、南谷 昌

二郎、垣内 剛の３名の元代表取締役社長を起訴し、平成24年７月６日から神戸地方裁判所において審理が行わ

れておりましたが、神戸地方裁判所は平成25年９月27日に無罪判決を言い渡し、平成25年10月７日に検察官役

指定弁護士が大阪高等裁判所に控訴しております。

被害に遭われた方々への対応につきましては、引き続きご被害者の皆様のご意見等に真摯に向き合うよう努

めてまいります。

なお、今後も事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらの費用については、現時点では金額等を

合理的に見積もることは困難であります。

　　

 (注)  変更箇所を＿線で示しております。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約の締結、重要な変更及び解約等はありませ

ん。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 業績の状況

　当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名を超え

るお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「被害

に遭われた方々に誠心誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、

「変革の推進」を「経営の３本柱」と定め、全力で取り組んでまいりました。

　　３月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2017」とその中核をなす「安全考動計画2017」を策定・公表

し、「経営の３本柱」を引き続き経営の最重要課題と位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、

「めざす未来 ～ありたい姿～」を新たに掲げました。その実現に向け、「安全」、「ＣＳ」、「技術」の

「３つの基本戦略」と、「新幹線」、「近畿エリア」、「西日本各エリア」、「事業創造」の「４つの事業戦

略」からなる重点戦略を現場起点での一人ひとりの考動を通じて推進しているところです。

　　当第２四半期連結累計期間については、「福知山線列車事故追悼慰霊式」や５月にご被害者への「ご説明

会」を開催するとともに、引き続き被害に遭われた方々への対応を精一杯行ってまいりました。また、この事

故を踏まえて設立した公益財団法人「ＪＲ西日本あんしん社会財団」を通じて、「安全で安心できる社会づく

り」に寄与する取り組みを実施してまいりました。

　　「３つの基本戦略」のうち最優先で取り組むべき「安全」については、「福知山線列車事故のような事故を

二度と発生させない」との決意のもと、お客様から「本当に安全で安心できるようになった」と実感していた

だけるよう、３月に策定した「安全考動計画2017」の具体的取り組みをＪＲ西日本グループあげて取り組んで

まいりましたが、残念ながら、９月に作業中の協力会社の社員が亡くなる労働災害が発生し、改めて「死亡に

至る鉄道労災ゼロ」という課題の重さを認識することとなりました。

　　「ＣＳ」については、「顧客起点の経営」を目指し、お客様のニーズや期待に一層お応えすべく取り組みを

進めてまいりました。

　　「技術」については、鉄道オペレーションのシステムチェンジを目指した技術開発を推進するとともに、技

術による課題解決を進めてまいりました。

　　「４つの事業戦略」の一つである「新幹線」については、新幹線のポテンシャルを高めるために、各種観光

キャンペーンの実施やシニア世代・訪日外国人向けサービスの拡充などに取り組んでまいりました。また、北

陸新幹線の金沢開業に向けた準備室を金沢支社に開設しました。

　　「近畿エリア」については、踏切の保安度向上等により輸送品質の高い鉄道をつくるとともに、都市の魅力

を磨くために事業開発等を推進してまいりました。

　　「西日本各エリア」については、エリアの良さや強みを活かすために、エリアに即した事業を展開してまい

りました。

　　「事業創造」については、拠点駅における開発や沿線の魅力向上に資する施策を実施するとともに、事業創

造の芽を伸ばすために、ビジネスプロデュース機能を果たす組織の設置、新たな事業分野の開拓・育成等を推

進してまいりました。

　　また、あらゆる職場において課題に対して自律的に解決策を見出す「現場力」の向上や、人材の確保・育成

と働きがいの向上等、企業として健全に経営・運営するための「基盤づくり」の取り組みを進めてまいりまし

た。

　　さらに、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、ディスクロージャー、危機管理及び地球環境の取

り組みを通じて、社会の一員としての責任を果たしてまいりました。
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　　なお、今夏は集中豪雨による鉄道被害が多く発生し、山陰本線、山口線及び三江線の一部区間においては現

在も不通を余儀なくされていますが、関係自治体と協議を進めながら、全力で復旧に当たっているところで

す。

　　当社の経営を取り巻く状況は、対抗輸送機関との競合や昨今の電力問題等、厳しい現状が続いており、今後

は、人口減少に加え、グローバル化やネットワーク化、地域間格差拡大、価値観の多様化など、経営環境を見

通すことが一段と困難な時代を迎えます。このような状況の中、当社としては、中長期的な企業価値向上を目

指し、地域の皆様との交流と連携を深め、ＪＲ西日本グループ一体でエリアに即した事業を展開することによ

り、鉄道の品質を高めるとともに非鉄道事業の拡大と新たな事業創造を促進するなど、持続的成長に向けた土

台作りに取り組んでまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は前年同期比0.4％増の6,421億円、営業利益は同4.3％増

の748億円、経常利益は同6.4％増の615億円、法人税等を控除した四半期純利益は同6.0％増の368億円となり

ました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

① 運輸業

　　鉄道事業においては、福知山線列車事故に係る鉄道事故調査報告書の「建議」「所見」をはじめとする様々

なご指摘に対して、引き続き改善に取り組んでまいりました。さらに、「安全考動計画2017」の具体的な取り

組みとして、「安全・安定輸送を実現するための弛まぬ努力」を続けるとともに、「リスクアセスメントのレ

ベルアップ」を進め、安全性の向上を図ってまいりました。一例として、在来線における地震発生後の運転規

制について、安全の確保を第一に、より的確な運転規制になるよう取り扱いを変更しました。また、「安全意

識の向上と人命最優先の考動」に向けて、事故の重大性を将来にわたって重く受け止め、事故の教訓を体系的

に学ぶために設置した「鉄道安全考動館」における社員教育等の取り組みを進めてまいりました。さらに、東

日本大震災の教訓を生かして制定した「津波避難誘導心得」及びマニュアルに基づき訓練を実施するなど、地

震・津波情報の伝達や避難を円滑に進めるための取り組みを進めるとともに、大規模災害及び事故発生時のお

客様救護等の対応能力向上を図るため、各種訓練を実施しました。「安全投資」では、踏切設備の保安度向

上、ホームの安全対策に取り組むとともに、地震対策として、高架橋柱の耐震補強工事や山陽新幹線における

逸脱防止ガードの整備等に引き続き取り組んでまいりました。

　　 輸送面については、３月に実施したダイヤ改正で、新幹線では「のぞみ」や「さくら」の増発やＪＲ京都

線・ＪＲ神戸線における新快速の12両運転の拡大等を実施したことにより、山陽新幹線やアーバンネットワー

クのご利用が好調でした。また、ゴールデンウィーク期間やお盆期間、週末を中心に、新幹線及び在来線特急

列車の増発を行い、利便性向上に努めました。

　 営業面については、対抗輸送機関との競合を踏まえ、「スーパー早特きっぷ」等を発売するとともに、山

陽・九州新幹線相互直通運転のご利用定着を図るべく「リメンバー九州キャンペーン」や「名探偵コナン熊

本・阿蘇ミステリーツアー」等を展開するなど、新幹線のご利用促進に努めました。また、「広島県デスティ

ネーションキャンペーン」を実施して全国からの集客を図るとともに、「新北陸、発見！キャンペーン」を実

施して関西・北陸間のご利用拡大に取り組むなど地域と連携した観光振興を推進しました。加えて、大型商業

施設の開業により魅力を増した大阪への更なる集客を目的として、関西鉄道６社が連携した共同宣伝「シティ

ハイク大阪」を実施しました。さらに、主要駅において「訪日外国人向け無料公衆無線ＬＡＮサービス」を開

始するなど、訪日外国人向けサービスの拡充を行いました。

　 バス事業については、利用動向に応じた輸送改善と柔軟な価格設定の実施により、お客様の利便性向上に努

めました。

　 船舶事業（宮島航路）については、旅行会社への営業活動等、収入の確保に取り組みました。

　 この結果、運輸業の営業収益は前年同期比0.6％減の4,223億円、営業利益は同3.9％増の571億円となりまし

た。
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② 流通業

　 「ＪＲ大阪三越伊勢丹」では、独自性の高い商品やサービスの提供に努めてまいりましたが、厳しい商環境

等を踏まえ、地域のお客様からご支持を得られるような店づくりに取り組みつつ、事業再生を目指した抜本的

な対策について検討を進めているところです。また、三ノ宮駅に複合型コンビニエンスストア「アントレマル

シェ」やファッション・雑貨店舗を、大阪駅に駅型調剤薬局「駅クオール薬局ＪＲ大阪店」をそれぞれ開業す

るなど、駅の魅力向上に向けた取り組みを推進したほか、ビジネスホテル「ヴィアイン名古屋新幹線口」を開

業しました。なお、山陰エリアにおいて異なる業種・業態を展開する連結子会社２社について、より利便性の

高い、魅力ある商業施設の開発・運営を目指し、７月に合併しました。

　 この結果、流通業の営業収益は前年同期比1.4％増の1,168億円、営業利益は20億円となりました。

③ 不動産業

　 ４月に完成した姫路駅ビルについて、既存の高架下ショッピングセンターのリニューアルも含めて新たに「ピ

オレ姫路」として開業したほか、灘駅の新駅ビルや東舞鶴駅ビルを開業するなど、駅及び周辺の開発を推進しま

した。また、大阪駅周辺地区全体の活性化を図るため、エリアマネジメント活動を周辺事業者と連携して推進し

ました。このほか、吹田片山町社宅跡地の学校法人への貸し付け等、所有用地の有効活用に取り組みました。

　 しかしながら、不動産業の営業収益は前年同期比2.2％減の428億円、営業利益は同13.8％減の122億円とな

りました。

④ その他

　 ホテル業については、各種イベントの実施等による販売拡大に取り組みました。旅行業については、イン

ターネット販売の充実等を図るとともに、鉄道利用商品の販売拡大に取り組みました。「Ｊ－ＷＥＳＴカー

ド」については、オンライン入会サービスによるカード会員の獲得に努めるとともに、「ＩＣＯＣＡ電子マ

ネー」については、３月からの交通系ＩＣカード全国相互利用サービスを最大限活用するとともに市中の大型

商業施設への導入等ご利用いただける機会の拡充に取り組みました。また、新幹線停車駅及び京阪神主要10駅

で、「レール＆カーシェア」を開始するなど、新たな事業分野の開拓と育成を行いました。

　 この結果、その他の営業収益は前年同期比8.6％増の602億円、営業利益は同3.3％増の25億円となりまし

た。
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運輸業のうち、当社の鉄道事業の営業成績は以下のとおりであります。
 

ア．輸送実績

区分 単位
第27期第２四半期累計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

 

前年同期比

営業日数 日 183 ―
 

 新幹線 キロ 644.0 644.0

キロ程 在来線 キロ
(28.0)

4,371.7
(28.0)

4,368.7

 計 キロ
(28.0)

5,015.7
(28.0)

5,012.7

 定期 千人 590,329 100.3
％

輸送人員 定期外 千人 342,623 101.9

 計 千人 932,953 100.9

輸
送
人
キ
ロ

 定期 千人キロ 380,804 101.1

新幹線 定期外 千人キロ 8,341,280 101.5

 計 千人キロ 8,722,085 101.5

在
来
線

近
畿
圏

定期 千人キロ 9,487,599 100.0

定期外 千人キロ 5,077,954 101.3

計 千人キロ 14,565,554 100.5

そ
の
他

定期 千人キロ 2,272,925 99.8

定期外 千人キロ 2,380,757 100.5

計 千人キロ 4,653,683 100.2

計

定期 千人キロ 11,760,525 100.0

定期外 千人キロ 7,458,712 101.0

計 千人キロ 19,219,237 100.4

 定期 千人キロ 12,141,330 100.0

合計 定期外 千人キロ 15,799,992 101.3

 計 千人キロ 27,941,322 100.7
 
(注) 1. キロ程欄の上段括弧書は、外数で第三種鉄道事業のキロ程であり、それ以外は第一種鉄道事業及び第二種鉄道事業

のキロ程であります。また、前年同期比は、前年第２四半期末の数値を記載しております。

2. 輸送人キロ欄の近畿圏は、近畿統括本部の地域について記載しております。
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イ．収入実績

区分 単位
第27期第２四半期累計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

 

前年同期比

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
収
入

新幹線

定期 百万円 4,668 101.5
％

定期外 百万円 176,466 101.3  

計 百万円 181,134 101.3  

在
来
線

近
畿
圏

定期 百万円 57,817 100.4  

定期外 百万円 89,749 101.6  

計 百万円 147,567 101.1  

そ
の
他

定期 百万円 13,854 100.1  

定期外 百万円 46,062 99.1  

計 百万円 59,916 99.4  

計

定期 百万円 71,671 100.4  

定期外 百万円 135,812 100.8  

計 百万円 207,484 100.6  

合計

定期 百万円 76,339 100.4  

定期外 百万円 312,278 101.1  

計 百万円 388,618 100.9  

荷物収入 百万円 4 97.1  

合計 百万円 388,623 100.9  

鉄道線路使用料収入 百万円 2,346 104.5  

運輸雑収 百万円 31,039 82.3  

収入合計 百万円 422,008 99.3  
 
(注)  旅客収入欄の近畿圏は、近畿統括本部の地域について記載しております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ38億円減少し、445

億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、税金等調整前四半期純利益が増加したものの、未払金の支払が増加

したことなどから、営業活動において得た資金は前年同期に比べ228億円少ない696億円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、固定資産の取得による支出が減少したことなどから、投資活動にお

いて支出した資金は前年同期に比べ52億円少ない602億円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、長期借入れによる調達が増加したことなどから、財務活動において

支出した資金は前年同期に比べ267億円少ない132億円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは、福知山線列車事故の責任とその重大性を重く受け止め、安全で安心・信頼していただける

鉄道を築き上げるために全力で取り組んでいるところであり、引き続き、信頼回復に向けた一層の努力を重ね

てまいります。

３月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2017」を策定し、「被害に遭われた方々に誠心誠意と受け止

めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」の「経営の３本柱」を

引き続き経営の最重要課題と位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、「めざす未来 ～ありたい

姿～」を新たに掲げました。その実現に向け、「安全」、「ＣＳ」、「技術」の「３つの基本戦略」と、「新

幹線」、「近畿エリア」、「西日本各エリア」、「事業創造」の「４つの事業戦略」からなる重点戦略を推進

するとともに、「基盤づくり」を進め、社会の一員としての責任を果たすことで、長期持続的な成長を目指し

てまいります。

「経営の３本柱」の一つである福知山線列車事故で被害に遭われた方々への対応につきましては、引き続き

ご被害者の皆様のご意見等に真摯に向き合うよう努めてまいります。

「３つの基本戦略」のうち最優先で取り組むべき「安全」については、「福知山線列車事故のような事故を

二度と発生させない」との決意のもと、安全マネジメントに卓越した企業グループを目指し、３月に策定した

「安全考動計画2017」の到達目標である「お客様が死傷する列車事故ゼロ、死亡に至る鉄道労災ゼロ」等へ向

け、ＪＲ西日本グループをあげて取り組んでまいりましたが、作業中の協力会社の社員が亡くなる労働災害が

発生し、改めて「死亡に至る鉄道労災ゼロ」という課題の重さを認識することとなりました。今回の事故に

至った原因をしっかりと分析し、必要な対策を講じることで、同種事故を二度と発生させないよう取り組むと

ともに、これからの４年半の具体的なアクションやプロセスを充実させることで、高い目標の実現に向けて、

あらゆる努力を結集して取り組んでまいります。

「ＣＳ」については、常にお客様を意識した事業活動が企業文化として定着した「顧客起点の経営」を目指

し、お客様のニーズや期待にお応えしていくとともに、輸送障害発生時の影響最小化と案内の充実等の取り組

みを推進してまいります。

「技術」については、「安全」と「ＣＳ」を支えるための絶え間ない革新により、鉄道オペレーションのシ

ステムチェンジを目指した技術開発を推進するとともに、技術者の育成やフリーゲージトレインの技術開発の

前進等、技術による課題解決を図ってまいります。

「４つの事業戦略」の一つである「新幹線」については、安全性と信頼性のさらなる向上と競争力のある輸

送サービスの提供に努めるとともに、シニア世代や訪日観光客向けサービスを拡充し、新たな需要を創造して

まいります。また、北陸新幹線金沢開業に向けた諸準備を推進するなど、人々の交流を促進し、新幹線のポテ

ンシャルを高めてまいります。

「近畿エリア」については、さらなる安全の追求や徹底した安定輸送対策等により、お客様に繰り返しご利

用いただける、輸送品質の高い鉄道をつくるとともに、大阪環状線のブラッシュアップ等により線区価値を向

上し、都市の魅力を磨いてまいります。
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「西日本各エリア」については、都市間輸送・都市圏輸送の安全性及び利便性向上を図り、デスティネー

ションキャンペーンを通じた観光振興等、エリアに即した事業を展開するとともに、地域の皆様と持続可能な

地域交通の実現を目指すことを通じて、エリアの良さや強みを活かしてまいります。

「事業創造」については、生活関連サービス事業を拡大するとともに、拠点駅の開発の推進や「大阪ステー

ションシティ・ノースゲートビルディング」の抜本的見直し等を通じてグループ資産の価値を向上させるほ

か、新たな事業分野の開拓と育成により、事業創造の芽を伸ばしてまいります。

さらに、あらゆる職場において課題に対して自律的に解決策を見出す「現場力」の向上や、人材の確保・育

成と働きがいの向上等、企業として健全に経営・運営するための「基盤づくり」の取り組みを具体化してまい

ります。

また、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、ディスクロージャー、危機管理及び地球環境の取り

組みを通じて、社会の一員としての責任を果たしてまいります。

当社を取り巻く状況は、対抗輸送機関との競合や昨今の電力問題等、厳しい現状が続いており、今後は、人

口減少に加え、グローバル化やネットワーク化、地域間格差拡大、価値観の多様化など、経営環境を見通すこ

とが一段と困難な時代を迎えます。このような中、当社としては、「現場起点の考動」を通じ、グループ一体

となって新たな時代に向けた次の一歩を踏み出し、地域と共に歩むとともに、中長期的な企業価値の向上を目

指して取り組んでまいります。

 

(4) 研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は24億円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。

 

　(5) 主要な設備

① 新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間に著しい変動があったもの

は、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間において完成した重要な設備の新設
 

工事件名 セグメントの名称 総工事費 完成年月

  百万円  

姫路新駅ビル建設 不動産業 7,192 平成25年４月

 

② 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当第２四半期連結累計期

間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間に新たに確定した重要な設備の新設の計画
 

工事件名
セグメントの
名称

予算総額 工事着手年月 完成予定年月

  百万円   

新駅設置工事 運輸業

1,751 平成25年５月 平成27年春

4,564 平成25年７月 平成30年春
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000
 

計 800,000,000  

 

② 【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 198,256,600 198,256,600
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部
福岡証券取引所

単元株式数は100株で
あります。

計 198,256,600 198,256,600 ― ―

(注) 当社は、平成25年10月29日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年11月15日に自己株式4,521,600株の消却を実施い

たします。

     これにより、消却後の当社の発行済株式総数は、193,735,000株となります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

平成25年７月１日～
平成25年９月30日

株

―
 

株

198,256,600
 

百万円

―
 

百万円

100,000
 

百万円

―
 

百万円

55,000
 

(注) 当社は、平成25年10月29日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年11月15日に自己株式4,521,600株の消却を実施い

たします。

 これにより、消却後の当社の発行済株式総数は、193,735,000株となります。また、消却後の発行済株式総数増減数

は、△4,521,600株となります。
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(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,936,700 4.51

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,984,600 4.03

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 6,450,000 3.25

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 6,400,000 3.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,300,000 3.18

ＪＲ西日本社員持株会 大阪市北区芝田二丁目４番24号 4,586,400 2.31

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,185,600 2.11

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,000,000 2.02

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 3,200,100 1.61

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.
LONDON SECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT
（常任代理人　みずほ銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

2,937,658 1.48

計 ― 54,981,058 27.73

(注) 1. 当社は、自己株式4,522,173株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.28％）を保有しておりますが、上記

の表から除外しております。

      2. 当社は、平成25年10月29日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年11月15日に自己株式4,521,600株（消却前の

発行済株式総数に対する割合2.28％）の消却を実施いたします。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
 

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 4,522,100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 193,721,100 1,937,211 ―

単元未満株式 普通株式 13,400 ― ―

発行済株式総数 198,256,600 ― ―

総株主の議決権 ― 1,937,211 ―

 
(注) 1. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式10,100株（議決権101個）が含まれ

ております。

2. 当社は、平成25年10月29日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年11月15日に自己株式4,521,600株の消却を実

施いたします。

          これにより、消却後の当社の発行済株式総数は、193,735,000株となります。

 

② 【自己株式等】
 

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西日本旅客鉄道株式会社

大阪市北区芝田二丁目４
番24号

4,522,100 ― 4,522,100 2.28

計 ― 4,522,100 ― 4,522,100 2.28

(注)  当社は、平成25年10月29日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年11月15日に自己株式4,521,600株（消却前の発

行済株式総数に対する割合2.28％）の消却を実施いたします。

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

1. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

2. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日～

平成25年９月30日）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日～平成25年９月30日）に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 48,636 44,814

受取手形及び売掛金 20,656 16,543

未収運賃 28,657 27,264

未収金 46,431 35,506

たな卸資産
※1 37,928 ※1 51,294

繰延税金資産 19,011 18,960

その他 44,846 50,649

貸倒引当金 △757 △662

流動資産合計 245,410 244,372

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,080,462 1,064,647

機械装置及び運搬具（純額） 297,927 281,781

土地 659,045 659,782

建設仮勘定 50,631 59,510

その他（純額） 32,753 31,732

有形固定資産合計 2,120,820 2,097,454

無形固定資産 34,146 30,901

投資その他の資産

投資有価証券 62,940 65,568

繰延税金資産 120,804 119,919

その他 30,778 29,853

貸倒引当金 △1,281 △1,253

投資その他の資産合計 213,243 214,088

固定資産合計 2,368,209 2,342,444

繰延資産 122 102

資産合計 2,613,743 2,586,919
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 50,919 38,702

短期借入金 24,124 32,813

1年内返済予定の長期借入金 38,774 38,130

鉄道施設購入未払金 39,669 39,406

1年内支払予定の長期未払金 31 31

未払金 97,368 43,172

未払消費税等 9,083 5,637

未払法人税等 29,921 24,739

前受運賃 32,828 38,548

前受金 29,441 42,943

賞与引当金 35,054 34,907

ポイント引当金 1,193 1,584

その他 126,211 113,843

流動負債合計 514,620 454,462

固定負債

社債 449,973 459,974

長期借入金 244,614 255,895

鉄道施設購入長期未払金 209,904 193,900

長期未払金 127 112

繰延税金負債 357 396

退職給付引当金 304,486 305,377

環境安全対策引当金 10,712 10,547

未引換商品券等引当金 2,609 2,407

その他 108,162 108,052

固定負債合計 1,330,948 1,336,663

負債合計 1,845,569 1,791,125

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 55,000 55,000

利益剰余金 609,508 635,715

自己株式 △21,995 △21,996

株主資本合計 742,512 768,719

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,677 3,819

繰延ヘッジ損益 488 431

その他の包括利益累計額合計 3,165 4,251

少数株主持分 22,495 22,823

純資産合計 768,174 795,794

負債純資産合計 2,613,743 2,586,919
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

営業収益 639,471 642,197

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 481,663 480,936

販売費及び一般管理費
※2 86,034 ※2 86,434

営業費合計
※1 567,698 ※1 567,370

営業利益 71,773 74,826

営業外収益

受取利息 30 27

受取配当金 248 281

受託工事事務費戻入 104 82

持分法による投資利益 407 294

その他 1,059 905

営業外収益合計 1,850 1,590

営業外費用

支払利息 15,579 14,186

その他 209 667

営業外費用合計 15,788 14,854

経常利益 57,835 61,563

特別利益

工事負担金等受入額 4,418 2,711

退職給付引当金戻入額 18,418 －

その他 978 617

特別利益合計 23,815 3,329

特別損失

工事負担金等圧縮額 3,734 2,645

減損損失 18,841 －

その他 2,348 1,279

特別損失合計 24,925 3,924

税金等調整前四半期純利益 56,726 60,967

法人税、住民税及び事業税 22,543 23,482

法人税等調整額 7,776 217

法人税等合計 30,319 23,699

少数株主損益調整前四半期純利益 26,406 37,267

少数株主利益又は少数株主損失（△） △8,357 404

四半期純利益 34,764 36,862
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 26,406 37,267

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △541 1,122

繰延ヘッジ損益 124 △71

持分法適用会社に対する持分相当額 △32 58

その他の包括利益合計 △449 1,110

四半期包括利益 25,956 38,377

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 34,289 37,948

少数株主に係る四半期包括利益 △8,332 429
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 56,726 60,967

減価償却費 78,953 75,009

減損損失 18,841 －

工事負担金等圧縮額 3,734 2,645

固定資産除却損 2,753 1,049

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 △123

退職給付引当金の増減額（△は減少） △20,392 891

賞与引当金の増減額（△は減少） △290 △146

受取利息及び受取配当金 △279 △308

支払利息 15,579 14,186

持分法による投資損益（△は益） △407 △294

工事負担金等受入額 △4,418 △2,711

売上債権の増減額（△は増加） 16,021 18,641

たな卸資産の増減額（△は増加） △13,485 △13,366

仕入債務の増減額（△は減少） △20,108 △30,778

未払消費税等の増減額（△は減少） 583 △3,445

その他 △5,778 △10,729

小計 128,063 111,487

利息及び配当金の受取額 278 309

利息の支払額 △15,397 △14,240

法人税等の支払額 △20,441 △27,869

営業活動によるキャッシュ・フロー 92,502 69,686

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △80 △81

定期預金の払戻による収入 80 80

固定資産の取得による支出 △72,508 △70,175

固定資産の売却による収入 532 205

工事負担金等受入による収入 9,407 10,820

投資有価証券の取得による支出 △1,594 △653

貸付けによる支出 △339 △283

貸付金の回収による収入 466 342

その他 △1,511 △543

投資活動によるキャッシュ・フロー △65,547 △60,288
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,755 1,860

長期借入れによる収入 － 15,000

長期借入金の返済による支出 △4,830 △4,378

社債の発行による収入 － 10,000

社債の償還による支出 △15,000 －

鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △16,356 △16,267

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △9,672 △10,648

少数株主への配当金の支払額 △49 △115

その他 4,204 △8,670

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,949 △13,220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,994 △3,823

現金及び現金同等物の期首残高 50,389 48,390

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 37,395 ※ 44,567
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

(連結の範囲の重要な変更)

平成25年７月１日に㈱ジェイアール西日本福岡開発はジェイアール西日本不動産開発㈱と、山陰ステーショ

ン開発㈱は㈱ジェイアールサービスネット米子と、それぞれ合併して消滅しております。また、平成25年７月

１日に㈱ジェイアールサービスネット米子はＪＲ西日本山陰開発㈱に社名を変更しております。

この結果、連結子会社数は62社であります。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳

たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

商品及び製品 8,390 7,792

仕掛品 15,045 25,150

原材料及び貯蔵品 14,492 18,351

計 37,928 51,294

 

２ 保証債務

連結会社以外の会社に対する保証債務は、次のとおりであります。
 

（単位：百万円）

被保証者
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期
連結会計期間

(平成25年９月30日)
被保証債務の内容

大阪外環状鉄道㈱ 8,821 7,459 借入債務

非連結子会社（８社） 636 642 JR券委託販売等保証

提携住宅ローン利用顧客 167 ― 提携住宅ローン保証

計 9,625 8,101  

 

３　今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらについては、現時点では金額

等を合理的に見積もることは困難であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

賞与引当金繰入額 33,407 34,035

退職給付引当金繰入額 13,419 12,727

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

人件費 43,578 43,107

経費 34,080 35,207

諸税 1,759 2,224

減価償却費 6,614 5,830

のれん償却額 ― 63

計 86,034 86,434

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 37,625 44,814

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△230 △246

現金及び現金同等物 37,395 44,567
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式
百万円

9,686
円

50 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月30日
取締役会

普通株式
百万円

10,655
円

55 平成24年９月30日 平成24年11月30日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式
百万円

10,655
 

円

55
 
平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月29日
取締役会

普通株式
百万円

10,655
 

円

55
 
平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

外部顧客への売上高 424,992 115,263 43,755 55,460 639,471 ― 639,471

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,722 25,816 10,071 71,620 116,230 △116,230 ―

計 433,714 141,080 53,826 127,080 755,701 △116,230 639,471

セグメント利益又は損失(△) 55,028 △645 14,173 2,441 70,997 776 71,773
 
(注) 1. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等を含ん

でおります。

2. セグメント利益の調整額776百万円は、セグメント間取引消去です。

3. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

外部顧客への売上高 422,341 116,833 42,812 60,209 642,197 ― 642,197

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,701 24,888 9,091 73,687 116,368 △116,368 ―

計 431,043 141,721 51,903 133,896 758,565 △116,368 642,197

セグメント利益 57,182 2,005 12,215 2,522 73,926 900 74,826
 
(注) 1. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等を含ん

でおります。

2. セグメント利益の調整額900百万円は、セグメント間取引消去です。

3. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 179円53銭 190円37銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(百万円) 34,764 36,862

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 34,764 36,862

普通株式の期中平均株式数(千株) 193,641 193,641

 
(注)   潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 自己株式の消却

当社は、平成25年10月29日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式

の消却を決議いたしました。

１．消却する株式の種類   当社普通株式

２．消却する株式の数     4,521,600株

                        (消却前の発行済株式総数に対する割合 2.28％)

３．消却予定日           平成25年11月15日

（参考）

消却後の当社の発行済株式総数は、193,735,000株となります。

 

 

２ 【その他】

第27期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当については、平成25年10月29日開催の取締役会

において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 10,655,393,485円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 55円

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成25年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成25年11月13日

西日本旅客鉄道株式会社

　取  締  役  会   御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   小   西   幹   男   ㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   柴   田   芳   宏   ㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   西   野   尚   弥   ㊞

 
 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西日本旅

客鉄道株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25
年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日ま
で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益
計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの
基準に準拠して四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成25年９月
30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

 
(注) 1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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